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1. 平成30年1月期の連結業績（平成29年2月1日～平成30年1月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年1月期 22,624 0.1 501 △8.6 598 △1.9 414 0.8

29年1月期 22,593 △2.6 548 △7.8 609 △10.6 411 △17.9

（注）包括利益 30年1月期　　723百万円 （538.9％） 29年1月期　　113百万円 （△75.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年1月期 40.24 39.89 3.3 3.4 2.2

29年1月期 39.13 39.00 3.3 3.3 2.4

（参考） 持分法投資損益 30年1月期 ―百万円 29年1月期 ―百万円

※平成28年8月1日付で普通株式2株につき1株の割合で株式併合を実施しております。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定
し、29年1月期の1株当たり当期純利益を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年1月期 17,608 12,895 73.0 1,247.55

29年1月期 17,832 12,251 68.6 1,187.46

（参考） 自己資本 30年1月期 12,850百万円 29年1月期 12,231百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年1月期 848 △882 △342 2,557

29年1月期 1,327 △342 △1,298 2,930

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年1月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 103 25.6 0.9

30年1月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 123 29.8 1.0

31年1月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 36.4

3. 平成31年 1月期の連結業績予想（平成30年 2月 1日～平成31年 1月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,200 1.4 530 △4.6 560 △7.3 270 △33.9 26.21

通期 23,000 1.7 550 9.7 620 3.7 340 △18.0 33.01



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年1月期 10,729,370 株 29年1月期 10,729,370 株

② 期末自己株式数 30年1月期 428,771 株 29年1月期 428,721 株

③ 期中平均株式数 30年1月期 10,300,614 株 29年1月期 10,511,210 株

※平成28年8月1日付で普通株式2株につき1株の割合で株式併合を実施しております。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと
仮定し、29年1月期の期中平均株式数を算定しております。

※決算短信は監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の予想は、現時点で得られた情報に基づいて算定しており、実際の業績は業況の変化等により記載の予想と異なる場合があります。

なお、上記の予想に関する事項については、決算短信の添付資料4ページをご覧ください。


